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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第６部門第２区分
【発行日】平成29年11月16日(2017.11.16)

【公開番号】特開2016-75741(P2016-75741A)
【公開日】平成28年5月12日(2016.5.12)
【年通号数】公開・登録公報2016-028
【出願番号】特願2014-204657(P2014-204657)
【国際特許分類】
   Ｇ０２Ｂ  15/20     (2006.01)
   Ｇ０２Ｂ  13/18     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｇ０２Ｂ   15/20     　　　　
   Ｇ０２Ｂ   13/18     　　　　

【手続補正書】
【提出日】平成29年9月28日(2017.9.28)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　物体側より像側へ順に配置された、負の屈折力の１つのレンズ群である前群、１つ以上
のレンズ群を含み、全体として全ズーム範囲で正の屈折力を有する後群から成り、ズーミ
ングに際して前記前群と前記後群の間隔が変化するズームレンズにおいて、
　前記後群は、無限遠から至近距離へのフォーカシングに際して像側へ移動する正の屈折
力の第１フォーカスレンズ部、無限遠から至近距離へのフォーカシングに際して前記第１
フォーカスレンズ部と異なる軌跡で像側に移動する負の屈折力の第２フォーカスレンズ部
、フォーカシングに際して不動の正の屈折力のレンズ部ＬＰを有し、前記レンズ部ＬＰは
前記第２フォーカスレンズ部の像側に配置されており、
　無限遠から至近距離へのフォーカシングに際しての前記第１フォーカスレンズ部の最大
の移動量をＤＦ１、無限遠から至近距離へのフォーカシングに際しての前記第２フォーカ
スレンズ部の最大の移動量をＤＦ２、前記レンズ部ＬＰの焦点距離をｆＬＰ、前記第２フ
ォーカスレンズ部の焦点距離をｆＦ２、広角端における前記後群の焦点距離をｆＬＲｗ、
広角端における全系の焦点距離をｆｗとするとき、
　０．０＜ＤＦ２／ＤＦ１＜１．０
　０．５＜ｆＬＰ／ｆＬＲｗ＜１．２
　－３０．０＜ｆＦ２／ｆｗ＜－６．０
なる条件式を満足することを特徴とするズームレンズ。
【請求項２】
　前記前群の焦点距離をｆＬＦとするとき、
　－２．５＜ｆＬＦ／ｆｗ＜－１．１
なる条件式を満足することを特徴とする請求項１に記載のズームレンズ。
【請求項３】
　前記第１フォーカスレンズ部の焦点距離をｆＦ１とするとき、
　－６．０＜ｆＦ２／ｆＦ１＜－１．０
なる条件式を満足することを特徴とする請求項１又は２に記載のズームレンズ。
【請求項４】
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　広角端において前記第２フォーカスレンズ部の最も像側のレンズ面から前記レンズ部Ｌ
Ｐの最も物体側のレンズ面までの光軸上の距離をＤＬＰ、広角端における光学全長をＴＤ
ｗとするとき、
　０．００１＜ＤＬＰ／ＴＤｗ＜０．１００
なる条件式を満足することを特徴とする請求項１乃至３のいずれか１項に記載のズームレ
ンズ。
【請求項５】
　前記第１フォーカスレンズ部と前記第２フォーカスレンズ部のそれぞれは、正レンズと
負レンズとを接合した接合レンズを有することを特徴とする請求項１乃至４のいずれか１
項に記載のズームレンズ。
【請求項６】
　前記前群は、正レンズと、４枚以上のメニスカス形状の負レンズを有することを特徴と
する請求項１乃至５のいずれか１項に記載のズームレンズ。
【請求項７】
　前記前群は負の屈折力の第１レンズ群から成り、前記後群は物体側から像側へ順に配置
された、正の屈折力の第２レンズ群、負の屈折力の第３レンズ群、正の屈折力の第４レン
ズ群から成り、前記第１フォーカスレンズ部は前記第２レンズ群に含まれ、前記第２フォ
ーカスレンズ部は前記第３レンズ群に含まれ、前記レンズ部ＬＰは第４レンズ群であるこ
とを特徴とする請求項１乃至６のいずれか１項に記載のズームレンズ。
【請求項８】
　前記前群は負の屈折力の第１レンズ群から成り、前記後群は正の屈折力の第２レンズ群
から成ることを特徴とする請求項１乃至６のいずれか１項に記載のズームレンズ。
【請求項９】
　請求項１乃至８のいずれか１項に記載のズームレンズと、該ズームレンズによって形成
される像を受光する固体撮像素子を有することを特徴とする撮像装置。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１１
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１１】
　本発明のズームレンズは、物体側より像側へ順に配置された、負の屈折力の１つのレン
ズ群である前群、１つ以上のレンズ群を含み、全体として全ズーム範囲で正の屈折力を有
する後群から成り、ズーミングに際して前記前群と前記後群の間隔が変化するズームレン
ズにおいて、
　前記後群は、無限遠から至近距離へのフォーカシングに際して像側へ移動する正の屈折
力の第１フォーカスレンズ部、無限遠から至近距離へのフォーカシングに際して前記第１
フォーカスレンズ部と異なる軌跡で像側に移動する負の屈折力の第２フォーカスレンズ部
、フォーカシングに際して不動の正の屈折力のレンズ部ＬＰを有し、前記レンズ部ＬＰは
前記第２フォーカスレンズ部の像側に配置されており、
　無限遠から至近距離へのフォーカシングに際しての前記第１フォーカスレンズ部の最大
の移動量をＤＦ１、無限遠から至近距離へのフォーカシングに際しての前記第２フォーカ
スレンズ部の最大の移動量をＤＦ２、前記レンズ部ＬＰの焦点距離をｆＬＰ、前記第２フ
ォーカスレンズ部の焦点距離をｆＦ２、広角端における前記後群の焦点距離をｆＬＲｗ、
広角端における全系の焦点距離をｆｗとするとき、
　０．０＜ＤＦ２／ＤＦ１＜１．０
　０．５＜ｆＬＰ／ｆＬＲｗ＜１．２
　－３０．０＜ｆＦ２／ｆｗ＜－６．０
なる条件式を満足することを特徴としている。
【手続補正３】
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【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１４
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１４】
　以下に、本発明の好ましい実施の形態を、添付の図面に基づいて詳細に説明する。本発
明のズームレンズは物体側より像側へ順に配置された、負の屈折力の１つのレンズ群であ
る前群と、１つ以上のレンズ群を含み、全体として全ズーム範囲で正の屈折力の後群を有
している。ここでレンズ群とは、ズーミングに際して一体的に移動するレンズ要素であっ
て、１枚以上のレンズを有していればよく、必ずしも複数枚のレンズを有していなくても
よい。そしてズーミングに際して前群と後群の間隔が変化する。
【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２１
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２１】
　ＬＦは負の屈折力の１つのレンズ群である前群である。ＬＲは１つ以上のレンズ群を含
み、全体として全ズーム範囲にわたり正の屈折力の後群である。ｉは物体側からのレンズ
群の順番を示し、ＬＲｉは第ｉレンズ群である。Ｆ１は第１フォーカスレンズ部、Ｆ２は
第２フォーカスレンズ部、ＬＰは第２フォーカスレンズ部Ｆ２の像面側に配置された正の
屈折力のレンズ部である。ＦＰはフレアー光をカットするフレアーカット絞りである。
【手続補正５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２８】
　図７の実施例３において前群ＬＦは負の屈折力の第１レンズ群ＬＲ１よりなっている。
後群ＬＲは正の屈折力の第２レンズ群ＬＲ２よりなっている。第２レンズ群ＬＲ２は正の
屈折力の第１フォーカスレンズ部Ｆ１、負の屈折力の第２フォーカスレンズ部Ｆ２、正の
屈折力のレンズ部ＬＰを有する。
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